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１． 環境経営方針 
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２． 事業活動の概要  

   １） 事業者名及び代表者名 

      株式会社 南都興産 

      代表取締役  谷 方夫 

   ２） 所 在 地  

      【本  社】    奈良県御所市大字蛇穴４０６番地の１ 

      【奈良支社】   奈良県奈良市七条町４－１ 

      【大阪支店】   大阪府大阪市北区西天満３丁目１４番１６号 

                         西天満パークビル３号館６階 

      【重阪処分場】  奈良県御所市重坂３２９番地他 

   ３） 環境管理責任者及び担当者連絡先  

      環境管理責任者    澤田 好幸 

      EA21 事務局      浅田 大輔 

      連絡先   TEL  ０７４５－６４－００１０ 

              FAX ０７４５－６４－００３３ 

   ４） 事業の内容  

     （１）現在の認証・登録範囲 

・ 産業廃棄物の収集運搬業及び処分業（14 種類） 

      ・ 特別管理産業廃棄物の収集運搬業及び処分業（廃石綿等の１種類） 

      ・ 一般廃棄物の処分業（燃殻、汚泥、不燃物の３種類） 

      ・ 汚染土壌処理業（PCB を除く第二溶出基準量以下の特定有害物質を含む汚染土壌） 

      ・ 建設業 

     （２）全社の事業内容 

        現在の認証・登録範囲とした事業と同じ。 

        認証登録範囲の内、主要な廃棄物の最終処分までの処理工程を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受
け
入
れ

建設汚泥

廃石綿等

がれき類

木くず
紙くず

金属くず
廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類

ｶﾞﾗｽ及び陶磁器くず
繊維くず

選別

良品木くず

良品紙くず

金属くず

再
資
源
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可
能
物

処分

自社管理型最終処分場
（奈良県御所市）

木材開発株式会社
（大阪府岸和田市）

谷 商 店
（奈良県御所市）

安田金属興業
（和歌山県和歌山市）

【最終処分までの処理工程】
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５） 事業の規模 

【積替保管施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【最終処分場】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品  目：産業廃棄物 12 種類 

     燃殻、汚泥、鉱さい、ダスト類、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、 

     ゴムくず、金属くず、ガラスくず等、コンクリート破片その他これに類する物 

所 在 地：奈良県御所市蛇穴３９４番地の４ 

面  積：240.84ｍ2 

保管容量：722.52ｍ3 

設備概要：スケール×１基、積替重機×２台、洗車設備、消火設備、作業棟、管理棟、 

環境保全対策： 

 ・屋内での積替え実施による臭気、騒音、粉じん等の防止 

 ・底版が鉄筋コンクリート構造の排水溝の設置による地下水汚染防止 

【管理型最終処分場】 

埋立品目：産業廃棄物  燃殻、汚泥、鉱さい、ダスト類、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、ゴムくず、 

金属くず、ガラスくず等、コンクリートの破片その他これに類する不要物、動植物性の固形

状の不要物、廃棄物を処分するために処理したもの  以上 14 種類 

       特別管理産業廃棄物  廃石綿等                     以上１種類 

       一般廃棄物  燃殻、汚泥、不燃物                     以上３品目 

       汚染土壌  【受け入れることができる特定有害物質】 

               ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、四塩化炭素、1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ、1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛ 

ﾍﾟﾝ、ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ、ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、 

                    ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物、六価ｸﾛﾑ化合物、ｼｱﾝ化合物、水銀及びその化合物、ｾﾚﾝ及び 

               その化合物、鉛及びその化合物、砒素及びその化合物、ふっ素及びその化合物、ほう素 

               及びその化合物、ｼﾏｼﾞﾝ、ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ、ﾁｳﾗﾑ、有機りん化合物 

               【受け入れることができる特定有害物質の汚染状態】 

               第二溶出量基準に適合するものに限る 

設置年月日：平成４年９月７日 

設置場所：奈良県御所市大字重阪３２９番地他１２筆 

処理能力：埋立面積 127,971ｍ2・埋立容量 2,697,524ｍ3（令和 3 年 6 月変更後） 

構造・設備の概要：浸出水処理設備  調整槽 14,700m3 

活性汚泥処理、凝集沈殿（処理対象水量最大 450m3／日） 

環境保全対策： 

 ・浸出水の水質を定期的に測定・記録し、廃棄物の安定化の進行度合を管理 

 ・遮水シートの敷設による浸出水の漏洩防止 
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【収集運搬機材】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【建設業】 

 建設業は、下水処理場の堆積物撤去、道路 

改良工事の建設廃棄物処理等の運搬・埋立 

処理等をおこなうもので、令和６年度は右表 

で示すような規模の工事をおこなっています。 

 使用機材は上記の収集運搬機材を共用し 

ており、収集した土砂は自社最終処分場で 

埋立処理をしています。 

 

工事・業務等の名称 内容 環境配慮事項 使用建機等
公共・
民間

1 件

5 百万円

1 件

2 百万円

ダンプトラック
バックホウ

使用機械の騒音・振動
運搬による粉塵

使用機械の騒音・振動
運搬による粉塵

令和６年度工事実績表（2024年4月～2025年3月）

民間
（下請）

道路改良工事

一般国道を管理する土木事
務所管内で行われた道路工
事で発生した土砂の埋立処
理を行う。

ダンプトラック
バックホウ

民間
（下請）

規模（金額）

河川浚渫業務
下水道浄化センター内の流
出河川の浚渫作業で発生し
た土砂の埋立処理を行う。
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６） 法人設立年月及び沿革  

   昭和 53 年 06 月 奈良県御所市に株式会社南都興産を設立し、産業廃棄物処理事業開始 

   昭和 53 年 10 月 奈良支社を開設 

   昭和 59 年 11 月 奈良県より産業廃棄物の処分業及び収集運搬業の許可を取得し、第１期

最終処分場の運用を開始 

   平成 02 年 05 月 土木事業部を開設 

   平成 04 年 09 月 第２期最終処分場の運用を開始 

   平成 05 年 07 月 奈良県より特別管理産業廃棄物の処分業及び収集運搬業の許可を取得 

   平成 07 年 10 月 奈良県より一般廃棄物処理施設設置許可を取得 

   平成 08 年 12 月 大阪支店を開設 

   平成 15 年 06 月 本社を御所市内現在地に移転 

   平成 20 年 06 月 エコアクション２１認証・登録 

   平成 22 年 12 月 汚染土壌処理業許可取得 

   平成 25 年 02 月 第２期最終処分場の軽微変更届提出（面積・容量の変更） 

   昭和 59 年 11 月～令和 2 年 9 月の期間で、13 都府県における産業廃棄物及び特別管理 

産業廃棄物の収集運搬業の許可を取得（優良事業者認定） 

   令和 3 年 06 月 第３期最終処分場の拡張工事を終え、変更許可（面積・容量の変更）取得 

   令和 7 年 04 月 第３期最終処分場の運用を開始 

７） 資 本 金  

   １，０００ 万円 

８） 売 上 高  

   ２，６９３百万円 （令和６年度 第４７期実績） 

９） 組 織 図  
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３． 許可の内容  

  １） 収集運搬業 

     下表に示す 12 自治体に対して表記項目の産業廃棄物について収集運搬許可を有しま

す。また、9 自治体に対して特別管理産業廃棄物（廃石綿等、ばいじん、廃油）について

収集運搬許可を有しています。 

 

  ２） 処 分 業  

     下表に記した項目の産業廃棄物、特別管理産業廃棄物及、一般廃棄物及び汚染土壌

の埋立処分について許可を有します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ３） 建 設 業 

     建設業の許可は、奈良県において取得しています。 

その内容は次のとおりです。 

     許 可 番 号 ：   許可（般－28）第 9775 号 

     許可の有効期間：   令和 3 年 5 月 10 日～令和 8 年 5 月 9 日 

     建 設 業 の種 類 ：   土木工事業          とび・土木工事業 

                    石工事業           ほ装工事業  

                    しゅんせつ工事業     水道施設工事業 
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４． 産業廃棄物の処理実績及び処分場の残余容量  

   令和６年度の産業廃棄物と特別管理産業廃棄物の収集・運搬量及び埋立処分量は、以下

のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、令和６年度における汚染土壌の受入量（埋立処分）は、1,321ｔです。処分場の残余容

量は 1,587 千㎥（2025 年 3 月末）です。 

 

５． 廃棄物の処理料金 

   御見積は無料で承ります。本社営業部または支社・支店まで電話でお問い合わせください。 

 本社： 074-564-0010   奈良支社： 074-233-1118   大阪支店： 06-6313-2227 

 

６． 取組体制 

   環境経営システムの取組体制は次のとおりです。 
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● 各役割の責任と権限 

    実施体制における主な責任と権限は次のとおりです。 

①  担当取締役 

エコアクション 21 担当取締役は経営者として当社の環境経営に関するすべての責任と権限

を有し、その主なものは次のとおりです。 

  a） 環境経営方針の制定および改訂 

  b） 環境経営システムおよび管理に不可欠な資源の用意 

  c） 環境管理責任者の指名 

  d)  環境経営マニュアルの制定および改廃 

  e） 環境経営システムの見直し 

 

 ② 環境管理責任者 

   環境管理責任者は、他の責任にかかわりなく環境経営システムを効果的に実施するために 

当社の諸活動を統括し、推進する責任と権限を有します。 

 環境管理責任者の主な責任と権限は以下のとおりです。 

   a） 環境経営システムの要求事項の確立と実施および維持 

b） 見直しのためおよび環境経営システム改善の基礎として、代表取締役へ環境経営シス

テムの運用実績の報告 

 ③ グループ責任者 

    環境管理責任者を補佐するとともに、当該部門における環境経営システムの諸活動を統

括し、推進する責任と権限を有します。なお、グループ責任者は当該部門長が兼ねていま

す。 

   グループ責任者の主な責任と権限は以下のとおりです。 

   a） 当該部門の環境経営システムの要求事項の確立と実施および維持 

   b） 当該部門の環境経営システム運用実績の環境管理責任者への報告 

④ 事務局 

    事務局は環境管理責任者の指示のもとに、当社の環境経営システムの有効な運用のた

めの事務的作業を行います。要員の専任、兼任は問いません。 

⑤ 法的責任者 

    以上の環境経営システム上の役割と異なり、産業廃棄物最終処分場技術管理者や公害

防止管理者等は、法的資格に基づき、届出書類の作成、受入書類の結果の判定や必要な

基準に対する合否判定および指導を行う責任と権限を有します。 

⑥ 社員全員 

    環境経営システムにおいて設定された目標を実践する役割を有します。 
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７． 環境負荷の自己チェックについて  

   直近の３年間の環境への負荷の状況をチェックした結果を以下に示します。当社事業にお

いて、最大の環境負荷は車両用燃料（軽油）の使用であり、次いで排水処理設備等の動力設

備で使用する購入電力も大きな負荷要因となっています。 

   なお、この負荷の取りまとめ表に記した数値は廃棄物処分業及び汚染土壌処理業と建設

業における負荷を合算した値です。建設業の売上高は継続して全売上高のほぼ１％以下であ

り、使用する車両や人員は廃棄物処分業及び汚染土壌処理業と共用していますので一括表

示しました。 

以下の環境への負荷の取りまとめ表からわかる事項について説明します。 

①  CO2 発生量の推移 

直近３年間の温室効果ガス排出量は、明らかな増加傾向が見られます。2022 年の温室

効果ガス排出量に対して、2023 年では 101％にまた 2024 年では 107％に増加しています。 

    このような最近における変化は、以下の要因によるものです。 

● 2021 年 6 月に処分場の拡張工事が終了し、2022 年以降は受託産業廃棄物量処理量

が大幅に増加しており運搬車両や埋立用重機の稼働に伴う燃料使用が増えたこと。 

● 受託産業廃棄物処理量の増加に対応した傭車使用から自社運搬車両に替えたこと。 

● 一方、新設排水処理施設の電気使用量は、効率的な運用により徐々に電力使用量が

減少しています。 

                       環境への負荷の取りまとめ表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 2022年 2023年 2024年

①　温室効果ガス排出量 kg-CO2
2,074,567 2,098,998 2,224,500

kg-CO2

②　受託した産業廃棄物の t 89,073 80,891 77,584

　　処理量 t

t

t 108,889 100,361 99,349

t

t

③　廃棄物排出量及び （循環資源量） t 1.69 1.78 1.81

　　廃棄物最終処分量 （廃棄物量　） t 0.28 0.28 0.28

最終処分量 t 0.28 0.28 0.28

（循環資源量） t

（廃棄物量　） t

最終処分量 t
④－１　総排水量 m3 45,944 51,170 50,424

m3

④－２　水使用量 m3 2,144 2,047 1,440

m3

m3

⑤　化学物質使用量 kg 21.90 24.55 24.19

kg 91.98 49.10 48.38

kg 15.33 9.33 8.22

⑥　エネルギー使用量 MJ 16,187,582 15,606,049 14,846,003

MJ 22,161,639 22,830,259 25,090,263

MJ

MJ

⑦　物質使用量 t 159.3 207.3 321.8

t

⑧　サイト内で循環的利用を t

　　行っている物質量等 m3

工業用水

利用された物質量

水の利用量

循環資源使用量

新エネルギー

その他

資源使用量

ホウ素

マンガン

公共用水域

産業廃棄物

二酸化炭素

(                               )

上水

収集運搬量

中間処理用

　　うち再資源化等量

一般廃棄物

※　温室効果ガス排出量は、関西電力の2020年度調整後排出係数（0.351kg-CO2／kWh）を使用して各年度の購入電力排出量を算定して
　　　いる。　各種燃料についてはEA21ガイドライン2017年版の「負荷の自己チェック表」に記載された排出係数を使用して算定している。

環境への負荷

化石燃料

フッ素

最終処分量

中間処理後の産廃の処分量

　　うち再資源化等量

地下水

下水道

購入電力（新エネルギーを除く）
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②  CO2 発生量の特徴 

     2019 年度以降６年間の CO2 発生量の変化を以下の図表に示します。 

 収集運搬量と埋立処分量を合算した廃棄物受託量は、拡張工事施工中の 2020 年度まで

減少傾向にあったが、工事完了後の 2021 年度において回復し、2022 年度は大きく増加

しています。 

● 電力使用量が最も多い処分場の排水処理施設は、拡張工事によって排水処理可能量

を 125 ㎥／日から 450 ㎥／日に大幅な増強を行った。このため、拡張工事を終了した

2021 年度は設備稼働に必要な使用電力が急増して購入電力 CO2 発生量が大きく増加し

ています。2022 年度以降は排水処理設備の運用改善により使用電力が経年的に減少し

ています。 なお、購入電力の CO2 発生量は、2020 年度関西電力の排出係数 0.351 を使

用しています。 

● 化石燃料の CO2 排出量は、2017 年度から開始した処分場の拡張工事に伴い処分場内

の重機稼働が増えたことによって、2019 年度まで CO2 排出量が増加しました。 
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2020 年度は拡張工事の最終年に当たり廃棄物受託量の受入を制限したため大幅に排出

量が減少しました。 

   2021 年度は拡張工事が完了し、受託廃棄物量を大幅に増加させたために CO2 排出量は増

加していますが、単位処理量当たりの発生量では前年の値を 20％程度低減しています。 

   2022 年度は受託廃棄物量が急増しましたが、運搬車両に傭車を多用しており自社使用分

の化石燃料による CO2 排出量は前年より減少しました。 

   2023 年度以降は、受託廃棄物量が若干減少しましたが、重阪処分場における埋立エリア

の制約を受けて廃棄物の場内運搬距離が延びたことにより燃料使用量が増加して化石燃

料による CO2 排出量は増加しました。 

③  水使用量は、各事務所で使用する生活水と洗車等に使用する作業用水によるものです。 

   収集・運搬用車両の洗車用水が多くを占めますが、2024 年度の上水使用量は大幅に減少

しました。 

④  総排水量は、水使用量に較べて数値が１桁大きくなっています。これは、埋立処分場から

出る雨水起源の排出処理水を総排水量に加えているためです。処分場からの浸出水は、浄

水設備で処理したのちに河川放流しています。2021 年９月から新設排水処理設備が稼働し

ており、それ以前より排水処理量が増えたために総排水量が増加しています。 

⑤  物質使用量は、埋立処分場からの排出水を浄化するために用いる薬品使用量を計上して

います。処理設備の運用改善を進めていますが、2022 年度以降は薬品使用量が増加して

います。これは、各年度の降雨量の変化に伴って浸出水量が変化するためと考えられます。 

また、化学物質使用量は、排出処理水の水質分析結果をもとにした PRTR 対象化学物質

の排出量を計上しています。対象化学物質の中でホウ素はやや濃度が高いため排出量が

多くなっています。 

⑥  各種の産業廃棄物のうち、金属くず、木くず、紙くずは積極的にリサイクル利用を図ってい

ます。過去５年間のリサイクル量の実績は下表のとおりであり、2021 年度までは年間 500ｔ以

上のリサイクル量でしたが、2022 年度以降は半減しています。 

年  月 
リサイクル量   （ｔ） 

金属くず 木くず 紙くず 合 計 

2020 年度 149 392 0 541 

2021 年度 167 413 0 580 

2022 年度 83 209 0 292 

2023 年度 55 155 0 210 

2024 年度 71 199 0 270 

⑦  当社の事業自体から発生する廃棄物の総排出量は、事務用紙・新聞紙等の紙の廃棄物

がほとんどであり量的には僅かなものです。自社排出の紙ごみは量が少ないものの、再使

用やグループ企業の株式会社リバースで製造するトイレットペーパーの古紙原料として再生

利用しています。 
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８． 環境目標と主要な環境活動計画の内容 

 ８－１ 環境目標の設定方法 

当社の事業活動における環境への負荷の推移をみますと、温室効果ガス(CO2)排出量は、 

収集運搬車輌や埋立用重機の燃料使用量が大きく影響しています。一方、廃棄物処理受託 

量（収集運搬量+埋立処分量）は年毎に変化しますので温室効果ガス排出量の目標値は、 

単位処理量当りの数値に換算して設定しています。 

当社のエコアクション 21 への取組は 2007 年度から開始しており、活動の継続過程で目標 

値の見直しを行いながら、逐次３年間の中期目標値を設定しています。目標値の基準として

は、処分場拡張工事終了後（2022 年～2024 年）の各データが一定の傾向を示したため、過去

3 年間の平均値を採用し、基準値としています。 

 ８－２ 環境目標の設定 

      2025 年度～2027 年度の中期目標値を下表に示します。 

目標として取上げる項目 単　位

2022年度～2024年度
実績の平均値から

設定した
基準値

目　標　と　す　る　値

2025年度 2026年度 2027年度

 ●　二酸化炭素排出量の削減

　電力使用量の削減
  （受託廃棄物処理量当り）

Kg－CO2／ｔ 3.580 3.526 3.508

Kg－CO2／年 1,578,000
基準値の
5.5　％減

基準値の
6.0　％減

3.491

Kg－CO2／年 663,000
基準値の
1.5　％減

基準値の
2.0　％減

基準値の
2.5　％減

基準値の
6.5　％減

　化石燃料使用量の削減
　 （受託廃棄物処理量当り）

Kg－CO2／ｔ 8.6 8.08 8.04 7.99

261

基準値の
0.5　％増

基準値の
1.0　％増

基準値の
1.5　％増

 ●　廃棄物排出量の削減

　再資源化の推進 ｔ 257

258 260

基準値の
5.5　％減

基準値の
6.0　％減

基準値の
6.5　％減

　紙使用量の削減 kg 246

232 231 230

1,872

基準値の
0.5　％減

基準値の
1.0　％減

基準値の
1.5　％減

 ●　総排水量の削減 　上水使用量の削減 ｍ3 1,900

1,891 1,881

同左

 ●　化学物質使用量の
　　　　　　　　　　適切な管理

　排水処理薬品使用量
　　　　　 の適切な管理

ｋL

　　苛性ソーダ ： 　240
　 塩化第二鉄：　   65
   硫　　酸　　 ：　　20
　  (2024年度実績）

240
65
20

240
65
20

240
65
20

台
運搬車輌
建設重機

１台

運搬車輌
建設重機

１台

同左 同左

14 14

運搬車輌
建設重機

１台

 ●　環境に配慮した廃棄物の
　　　収集運搬・処分業の推進

排出事業者に廃棄物の適
切な分別処理を提案する

提案件数 12 14

 ●　グリーン購入の推進
環境負荷の小さい建設重機

及び運搬車輌の導入

 ●　建設業における
　　　　環境配慮工事の推進

低騒音型工事を徹底する
排ガス対策重機を使用する
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   自社事業における環境への取組チェック結果や、負荷の状況をチェックした結果をもとに 

環境目標として温室効果ガス排出量・廃棄物排出量・上水使用量の削減、化学物質使用量 

の適正管理、グリーン購入の推進、廃棄物処理事業への環境配慮、建設工事の環境配慮等 

に取組んでいます。 

 

８－３ 主要な環境活動計画の内容 

１） 温室効果ガス排出量の削減 

    エコアクション 21 活動計画の中核は、使用電力量及び自動車燃料を主とした化石燃料の

削減です。活動開始からこれまでの取組で一定の削減が進んでいることから、2025 年度か

ら 2027 年度までの中期目標値は、過去 3 年間の実績平均値を基準として毎年 0.5％減とし

て設定しています。ただし、化石燃料使用量については、処分場３期埋立移行に伴い重機

使用負荷が２０２５年度に大幅に減少することが予想されるため、5.5％減としています。 

   また、排水処理薬品使用量については、処分場３期埋立移行に伴い浸出水の水質変化が

予想されますが、直近データを採用し、2024 年度の実績を基準値としています。 

（１） 電力使用量の削減 

    ① 排水処理設備等の動力設備の整備励行により効率的な電力利用を推進する。    

② 室内空調は、夏 28℃、冬 23℃を標準とし過剰な冷暖房を抑制する。 

③ 不要な照明のカット 

④ 空調機等の定期的なメンテナンス 

  （２） 自動車燃料の削減 

    ① 無駄なアイドリングの停止と急発進・急加速の抑制 

    ② 車輌整備の励行による燃費の向上 

③ 適切な配車及びルート選定による効率的な運転の推進 

④ 収集運搬車両等は燃料効率の良いものを優先して使用する。 

⑤ 運搬重機の運行経路を見直し、無駄な動きを抑制する。 

 ２） 廃棄物排出量の削減 

 （１） 再資源化の推進 

    木くず、金属くず、紙くず等のリサイクルに努め、重量比でリサイクル量の増加を目標と

しています。ただし、リサイクル可能な廃棄物の発生量は、経済環境やリサイクル政策を

反映して大きく変動するため、リサイクル量の目標値は逐次見直しが必要となります。 

     2025 年度以降の目標は過去 3 年間の実績平均値に基づいて毎年 0.5％づつ増加す

るように設定しています。 

（２） 紙使用量の削減 

      社内で利用する事務用紙について以下の活動を実践し、使用量を削減しています。 

① 裏紙使用の励行 

        ② 印刷部数を最小限にする 
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        ③ 電子化による書類の削減 

     EA２１活動を開始した当初から継続している項目であり、一定の削減が進んだことから、

目標値は、過去 3 年間実績平均値を基準として前年比 0.5％減と削減比率を小さくしてい

ます。 

 ３） 上水使用量の削減 

   実践する活動は次のとおりです。 

      ① 車両洗浄用水は地下水使用を原則とする 

     ② 水道配管からの漏水を定期的に点検する 

   上水道使用量は、過去 3 年間の実績平均値を基準として毎年 0.5％減と水使用量の削 

減を目指しています。 

 ４） 化学物質使用量の適切な管理  

    化学物質として使用量が圧倒的に多い排水処理設備で使用する薬品の量を適切に管理 

します。薬品使用量は、年降水量、浸出水の水質に大きく左右されますが、処分場の埋立を

２期→３期に切替え廃棄物種類の傾向が変わるため、予測が難しいこともあり、直近データ

として 2024 年度の実績値を基準値とします。ただし、最終処分場は排水基準の遵守が最も

重要であり、薬品の過剰使用を制限する範囲で実施します。 

 ５） グリーン購入の推進 

    環境負荷の小さい運搬車両及び建設重機の導入を当面の方策としています。自社保有車 

両の更新や他社車両の傭車にあたって低負荷車両に逐次更新しています。 

６） 環境に配慮した廃棄物の収集運搬・処分業の推進 

    排出事業者に廃棄物の適切な分別処理を提案することに取組んでいます。このため、エ

コアクション 21 事務局でリサイクル技術動向や実績の情報収集整理を継続しておこなうとと

もに営業部門では廃棄物排出事業者に適切な分別処理を提案しています。 

７） 建設業における環境配慮工事の推進  

 建設重機や土砂運搬車両を使用する現場作業で低騒音型工事に取り組んでいます。 
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９． 環境活動の取組結果の評価  

環境活動への取組の評価結果を以下に示します。2024 年度の活動期間は、全項目におい

て目標達成となりました。 

特に電力使用量は昨年比 5％減と良好、排水処理薬品使用量は年降水量が平年より多か

ったにもかかわらず目標達成することができました。ただ、薬品使用総量においては、昨年比

で大幅に増えているため注視する必要があります。その他の項目についても再資源化、グリ

ーン購入、環境配慮型工事、営業での適正分別の提案などを推進しており、全体的に良好な

結果と言えます。 

実績値と目標値の大きな乖離はなく、目標値設定においては妥当な範囲でした。今後も近

年の傾向をとらまえ、着実に改善できるような目標設定に留意し活動を行います。 

 

 

 

推進項目 目標達成手段 目標と実績 評      価 

① 電力使用量の削減 

2020 年度関西電力調整後排出係数 

0.351ｋｇ－CO2／ｋｗｈ 使用 

・排水処理設備の整備励行 
・冷暖房の抑制 

・不要な照明のカット 
・空調機の定期的なメンテナンス 

目標： 4.462 kg-CO2／ｔ 
実績： 3.000 kg-CO2／ｔ 

電力使用量の 9 割を占める処分場の使用量
は大きな変動はなく安定している。年間電力
使用量は昨年度より 5％ほど減少し、現場で

の工夫が感じられる。月別でもすべての月で
目標を達成している。 

②化石燃料使用量の削減 ・無駄なｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞの停止 
・急発進・急加速の抑制 

・車両整備励行による燃費向上 
・適切な配車・ﾙｰﾄ選定 
・燃料効率の良い車両の優先 

目標： 13.89 kg-CO2／ｔ 
実績： 9.58 kg-CO2／ｔ 

受託廃棄物は昨年比で微減であったが、燃
料使用量が 10%増加した。処分場内での廃棄

物運搬移動（傾斜地移動）により負荷が大き
かったためと思われる。年を通して月別でも
目標達成となっている。 

③再資源化の推進 ・木くず、金属くず、紙くず、 
等のリサイクルの推進 目標： 251 ｔ／年 

実績： 270.6 ｔ／年 

近年リサイクル量が減少しており、直近 2 か
年の実績をもとに目標を修正した。 

9，10 月に目標未達となったが、通年では目
標+8％増で達成となった。 

④紙使用量の削減 ・裏紙使用の励行 

・印刷部数を最小限とする 
・電子化による書類の削減 

目標： 245 kg／年 
実績： 244 kg／年 

主に事務用紙の使用量となる。4 月～6 月に

特定の使用量増加月はあるが、通年で目標
を達成した。 

⑤上水使用量の削減 ・車両洗浄用水は地下水使用を
原則とする 

・水道配管からの漏水を定期的

に点検する 

目標： 2,090ｍ3／年 
実績： 1,440ｍ3／年 

年間を通して各月の使用水量が減少し、大幅

な使用水量の削減ができた。奈良支店にお
ける漏水防止対策により減少した。 

⑥化学物質使用量の 
               適切な管理 ・排水処理設備で使用する 

      薬品量を適切に管理 

目標： 
苛性ソーダ 240 ｋL/年 

実績： 
苛性ソーダ 238.3 ｋL/年 

年間降水量は平年より多いにもかかわらず
通年目標達成できたが、各月で見ると５月の

みが達成であった。他の薬品使用量も増加
傾向にあり今後注視が必要である。 

⑦グリーン購入の推進 
 

・環境負荷の小さい建設重機 

      及び運搬車両の導入 

目標：低負荷車両・重機の導入 

実績：重機 1 台 新規導入 

埋立処分量の増加に伴ってバックホウ１台を
新規導入した。 
 

⑧環境に配慮した収集運搬・処分
事業の推進 ・排出事業者に廃棄物の 

    適切な分別処理を提案 
目標：提案 14 件／年 
実績：提案 15 件／年 

営業で継続した適正分別処理の提案を行っ
ている。件数だけでなく継続的な取組みを重
視、推進している。 

 

⑨建設工事における環境配慮型 

             工事の推進 ・低騒音型工事の徹底 
・排ガス対策重機の使用 

数値目標なし 

年間で 2 件の建設業に伴う業務を受注し、低

騒音型及び排ガス対策車両の使用により目
標を達成した。 
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１０． 環境関連法規への違反、訴訟等の有無 

 

   2025 年 3 月末時点における法遵守状況は、自社の環境関連法規への違反はありません。 

また、環境関係当局から違反等の指摘は過去３年間無く、訴訟もありません。 

   主な環境関連法規等は、以下のとおりです。 

 

法規制等の名称 該当する要求事項 遵守状況判定欄 

廃棄物の処理及び清掃 

に関する法律 

●産業廃棄物処分業許可  申請・届出 遵法 

●特別管理産業廃棄物処分業許可（廃石綿等）  申請・届出 遵法 

●一般廃棄物処理施設設置許可  申請・届出 遵法 

●産業廃棄物収集運搬業許可  申請・届出 遵法 

●特別管理産業廃棄物収集運搬業許可  申請・届出 遵法 

●マニフェストの管理・保管（５年間） 遵法 

●廃掃法の技術上の基準を定める省令の規定により 

水質汚濁防止法の有害物質 27 項目、一般物質 16 項目の排水 

水質管理  測定頻度１回／年 

遵法 

●最終処分場の設備に係る定期検査  申請・受審 遵法 

土壌汚染対策法 

●汚染土壌処理業許可  申請・届出 遵法 

●処理に当たって許可基準の遵守 遵法 

●汚染土壌処理施設の変更  変更許可・届出 遵法 

●管理表の送付・保管（5 年間） 遵法 

ダイオキシン類対策 

特別措置法 

●廃棄物最終処分場を対象施設として排出水の毒性等量規制 

  奈良県行政指導により測定頻度２回／年 
遵法 

フロン排出抑制法 

●全ての業務用エアコン・冷凍冷蔵機器の管理者による簡易点

検を実施 

●7.5ｋW 以上の機器は専門家による定期点検の実施 

●機器の点検・整備の履歴について記録簿に記録し、廃棄まで

保存 

●業務用空調機器を廃棄する場合、都道府県登録回収業者へ委

託 

遵法 

P R T R 法 
●第１種指定化学物質の内自社関係分の 30 項目の排出量届出

（自社排出物質はこの内の４項目が該当する） 毎年６月報告 
遵法 

毒物及び劇物取締法 

●飛散、漏洩、流出、浸透の防止措置 

●貯蔵場所に「医薬用外」「劇物」の文字表示 

●事故時の応急措置と通報 

遵法 

計  量  法 
●計量器の法定定期検査  ２年に１回 遵法 

●計量証明事業者報告  毎年 遵法 

浄 化 槽 法 
●毎年、指定検査機関で概観検査、水質検査、書類検査を実施 遵法 

●毎年、技術上の基準に従って保守点検及び清掃を実施 遵法 
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消  防  法 

●危険物保管の許可及び保安監督者の設置 遵法 

●防火対象物に設けられている消防設備等の届出及び点検 遵法 

●地下貯蔵タンクの漏れの点検  毎年 遵法 

道  路  法 
●車両積載物の落下予防措置 

●安全運転管理者の選任 
遵法 

道路運送車両法 

●自動車の登録 

●道路運送車両の保安基準、点検及び整理 

●運行管理者の設置 

遵法 

貨物自動車運送事業法 
●自動車運送事業の許可申請 

●運行管理者の選任と届出 
遵法 

特定特殊自動車排出ガス規制法 ●基準適合表示が付された特定特殊自動車の使用 遵法 

自動車 NOｘ・ＰＭ法 
●指定自動車、特殊自動車の排出基準の遵守 

●ＮＯｘ・ＰＭ法の対策による流入車規制地域の遵守 
遵法 

建 設 業 法 
●一般建設業の許可申請 

●許可の更新申請（5 年毎） 
遵法 

建設リサイクル法 
●特定建設資材を分別解体等により現場で解体する義務 

●分別解体等に伴って生じた特定建設資材廃棄物の再資源化 
遵法 

水質汚濁防止法の規定による 
排水基準を定める条例 

（奈良県条例第二十四号） 

●有害物質に関する排水基準 

●COD 及び浮遊物質についての排水基準 
遵法 

 

１１． 代表者による見直し・指示の結果 

 

2025 年 4 月に行った代表者による見直し・指示の結果は次のとおりです。 

①  2024 年度は、受託廃棄物処理量が前年同程度に増加した。その中で、電力使用量や化

石燃料使用量は、年度目標を大幅に下回って達成できており良好な活動結果を残せたと

考えている。 

②  特に重阪処分場における排水処理では、平年の 1.2 倍の降雨量となった中で前年と同

程度の電力使用量で処理施設の運用ができた。適切な排水処理量の設定と排水処理設

備の維持・管理ができた成果と考える。 

③  当社の CO2 削減に最も大きく影響する軽油使用量は、前年より増加している。 

これは、重阪処分場における埋立エリアの制約を受けて廃棄物の場内運搬距離が延びた

結果と考えており、新規埋立エリアの運用開始とともに改善するものと考える。 

④  重阪処分場拡張工事後の受託廃棄物量の増加や設備環境の変化に伴って、基準とす

る環境目標値の再設定が必要と考える。 

拡張工事後の実績をもとに、2025 年度以降における環境目標値の見直しを指示する。 

⑤ 代表者による全体の評価と見直し・指示の結果、環境経営方針及び実施体制の変更は 

行わない。 


